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会社概要
ムラキ株式会社

MURAKI CORPORATION

〒206-0011
東京都多摩市関戸2-24-27
三ツ木聖蹟桜ヶ丘ビル　5F
TEL 042-357-5600
FAX 042-357-5606

1946年2月1日

1957年11月15日

19億1,070万円
（2021年3月期）

152名
※ 上記のほか、臨時従業員が37名

おります。

役　員 （2021年3月31日現在）

当社ホームページでは企業情報や財務
情報をはじめとした最新情報がご覧い
ただけます。
https://www.muraki.co.jp/

HPのご案内

株主メモ
4月1日から3月31日まで

6月中

3月31日
9月30日

100株

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-782-031（フリーダイヤル）

日本経済新聞

お知らせ

住所変更、単元未満株式の買取等のお申出について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。なお、証券会社に口
座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管
理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日
期 末 配 当
中 間 配 当

単 元 株 式 数

株 主 名 簿 管 理 人

郵 便 物 送 付 先 

（ 電 話 照 会 先 ）

公 告 掲 載 新 聞 名

代 表 取 締 役 社 長 永　井　清　美

常 務 取 締 役 関　冨　直　彦

取 締 役 柳　田　任　俊

取 締 役 芝　川　　　洋

常 勤 監 査 役 大　矢　敏　之

監 査 役 川　口　幸　信

監 査 役 湊　　　信　明

執 行 役 員 販 売 部 長 北　原　啓　詞

執行役員経理部長 加　瀬　光　二

執行役員総務人事部長 三　橋　克　己

INFORMATION ［会社情報］ Business Report 2021
第63期 株主通信
2020年4月1日～2021年3月31日

証券コード：7477

ムラキ株式会社



TOP MESSAGE ［トップメッセージ］

基本営業の合理化

時代の変化に対応できる身軽さ

ESGを重視した会社経営
代表取締役社長

　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社グループ第63期（2020年4月1日から2021年3月31日まで）を終了いた
しましたので、ここに事業の概要をご報告申し上げます。
　株主の皆様におかれましては、引き続きのご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上
げます。

ムラキは、国内石油元売会社の7割と提携し、サービスステーションの
約30％（10,000ヶ所）をお客様とする総合商社です。
日本のカーライフの発展・充実に大きく貢献しています。

▼顧客
安心・信頼感、価値ある商品、商品情報、サービスの提供

▼パートナー
相互の情報交換と明確な機能分担による相乗効果の追求と、
市場拡大による真のベストパートナーとしての共存共栄

▼株主
利益改善、事業領域拡大による公開企業としての責務完遂

▼社会
環境対策配慮とコンプライアンスの徹底

▼エンドユーザー
お客様の安全・快適・経済性の追求

▼社員
能力開発機会の提供、利益の共有

顧 客

パートナー

株 主

社 会

エンドユーザー

社 員

経営
指針

ムラキは「人が好き、車が好き」
      ヒューマンカーライフの創造を通じ社会に
           貢献することを念じています

「既存の商品、従来の販売領域を超えた、
新ビジネスに挑戦します」

《ステークホルダーへの公約》

当社は過去に拘らない
「経営戦略」で変化する環境と共存いたします。
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第63期概況について

今後の見通しについて

　当社グループの主力販売商品であるカーケア関連商品の販売先であるサービスステーション（略称：SS）
業界においては、燃料価格の適正化により一定の利益は確保されたものの、カーケアサービスについては、コ
ロナの影響による自粛等によって引き続き厳しい状況が続きました。
　このような環境のもと、当社グループは新型コロナウイルスの感染予防及び感染拡大防止策に努めなが
ら、営業活動を継続してまいりました。カーケア関連商品の売上につきましては、コロナ禍でありながらも顧
客から高い支持を受ける付加価値洗車は成長を続け需要は今期も拡大いたしました。その成長する付加価
値洗車の相乗効果によって一般洗車の需要も拡大傾向にあり今後は大きな再成長が見込まれます。このよ
うな現状から洗車関連商品の需要は好調に推移いたしました。また、他の主力商品及び一般商品についても
SSのコロナ対策強化によって市場環境は常態化しつつあり回復の兆しが表れてまいりました。
　今年度目指した営業活動は自粛してまいりましたが、従来の当社ビジネスの基軸である基本営業を持続し、
市場変化に対応できる身軽さを持った営業活動に切り替えることによって、コロナ禍においても合理的な営
業活動が可能となり全体的に業績は向上いたしました。代表的な例としては、顧客へのサービス情報を非接
触という観点から注目された最新サービス情報を画像と音声で発信できるデジタルサイネ－ジや燃料価格
の表示看板が予想を遥かに越える受注を獲得することができました。さらに、環境への意識の高まりからSS
待合室用の喫煙ブースの受注も拡大いたしました。これらの商材は過去より継続してまいりました当社メイ
ンプロジェクトである「快適新空間の創造」の提案商品の一部であり、顧客の認知度が高かったため受注まで
の時間が短縮され合理的な営業活動を実現し、コロナ禍で減少した機能商品の売上高をカバ－するという
理想的な収益構造となりました。このような状況は、上記商品の今期受注残及び新規受注予測並びにカ－ケ
ア収益向上を目指すSSの旺盛な設備投資によりしばらく継続することと思われます。今後も引き続き「基本
営業」を基軸とした営業活動を徹底し、EV・新燃料へと変わり行く自動車業界、石油業界の市場変化に素早
く対応できる営業体制を構築してまいります。

　今後の見通しにつきましては、国内においてもワクチン接種が始まったとはいえ、新型コロナウイルスの感
染は変異株等の拡大によって終息時期が見通せない状態が続いており、消費活動の本格的な回復は2022
年3月期以降になるものと予想されます。SS業界におきましても、集客イベントの再開やカーケアサービス等
が第3四半期以降には徐々に回復するとの想定をしております。

TOPICS ［トピックス］TO OUR SHAREHOLDERS ［株主の皆様へ］
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令和三年
会社方針

短期の利益追求型の企業活動から、当社独自の定義による「ESG」を重視した企業
活動を推進し、企業価値の向上と持続可能な成長を目指してまいります。但し、絶
対にぶれない基軸である基本営業は継続します。

「ESGを重視した企業活動で
持続可能な成長を目指す」

社会（S）

ガバナンス（G）

基本営業

環境（E）

多様性を
生かす組織

情報開示・
リスク管理

基本営業PLUS

環境対策の推進
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■ 売上高

■ 経常利益

■ 総資産

■ 営業利益

■ 親会社株主に帰属する当期（四半期）純利益

■ 純資産

当連結会計年度の業績は、売上
高7,315百万円（前期比2.7％増）
となりました。収益面につきまし
ては、営業利益90百万円、経常
利益110百万円、法人税等42
百万円を計上し、親会社株主に帰
属する当期純利益は67百万円と
なりました。

▪資産
資産につきましては流動資産は
2,885百万円となりました。これ
は主に現金及び預金が8百万円減
少し、受取手形及び売掛金が38
百万円増加したことと、商品及び
製品が68百万円減少したこと等に
よるものです。この結果、総資産
は3,999百万円となりました。

▪負債
負債につきましては流動負債は
1,204百万円となりました。これ
は主に支払手形及び買掛金が54
百万円増加したことと、1年内返
済予定の長期借入金が80百万円
減少したこと等によるものです。
この結果、負債合計は1,730百万
円となりました。

▪純資産
純資産につきましては純資産合計
は2,268百万円となり、前連結会
計年度末に比べ74百万円増加い
たしました。これは主に利益剰余
金が53百万円増加したこと等によ
るものであります。この結果、自
己資本比率は56.7％となりました。

■ ポイント

FINANCIAL HIGHLIGHT ［財務ハイライト］ INFORMATION ［会社情報（2021年3月31日現在）］

東北支店

九州支店

北関東支店

南関東支店

首都圏支店

中部支店

西日本支店

北海道支店

本社（東京都多摩市）

北海道支店

東北支店

青 森 出 張 所
八 戸 出 張 所
盛 岡 営 業 所
仙 台 営 業 所
山 形 出 張 所
郡 山 営 業 所

北関東支店

水 戸 営 業 所
土 浦 出 張 所
宇都宮営業所
高 崎 営 業 所
新 潟 営 業 所

首都圏支店

川 口 営 業 所
松 戸 出 張 所
川 越 営 業 所
市 原 営 業 所
千 葉 出 張 所
東 京 営 業 所

南関東支店

横 浜 営 業 所
小田原出張所
静 岡 営 業 所
沼 津 出 張 所
浜 松 営 業 所
甲 府 営 業 所

中部支店

名古屋営業所
小 牧 出 張 所
津 営 業 所
富 山 営 業 所
金 沢 営 業 所

西日本支店

大 阪 営 業 所
姫 路 駐 在 所
広 島 営 業 所
岡 山 駐 在 所
山 口 駐 在 所
高 松 営 業 所
松 山 出 張 所

九州支店

福 岡 営 業 所
佐 賀 駐 在 所
熊 本 駐 在 所
長 崎 駐 在 所
大 分 駐 在 所
鹿児島営業所

物流センター

関東物流センター
（埼玉県児玉郡）

ムラキグループ
㈱テックコーポレーション

東京都多摩市

㈱ミツワ商会
北海道札幌市

大株主

株　　　　　主　　　　　名 当社への出資状況
持 株 数

芙蓉土地建物株式会社 250,000 株

有限会社ドリーム・ワークス 180,000
村木ミチ 112,300
サイブリッジ合同会社 100,900
ムラキ社員持株会 85,348
オートメックス株式会社 75,000
SMBC日興証券株式会社 72,000
ムラキ取引先持株会 67,900
エイケン工業株式会社 46,000
ムラキ役員持株会 34,151

株式の状況
発行可能株式総数……………………… 5,000,000株
発行済株式総数………………………… 1,470,000株
株主数…………………… 659名（前年同期比73名減）

その他の国内法人
40名（49.0％）

金融機関　2名（0.15％）

個人その他
590名（39.6％）

証券会社　16名（6.51％）
外国人等　10名（1.17％）
自己名義株式　1名（3.42％）

所有者別株式分布状況

※（　）は株式数比率
※ 当社は、2017年10月1日付で普通株式10株を1株とする株式併合を実施しております。

※ 当社は、株式併合に伴い2017年10月1日付をもって、発行可能株式総数
5,000,000株、発行済株式総数1,470,000株に変更しております。
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